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総投下労働量 ・所得率 と経済発展"
中 島 章 子
1は じ め に
開 発 経済 学 の分 野 での い わゆ る不 等価 交 換論2)に答 え る こ とと経 済 開 発 の 目
標 を検 討す るこ とを本 稿 の 目的 とす る。 日本経 済 の1970,75,80年に お け る実
証 研 究 の結 果 を基 に開発 経 済学 へ の イ ソプ リケ ー シ ョンを考 え るが,こ の事 は,
一 国 の産 業 間で い い得 る こ とは,国 家 間 で もい い得 る3),そ してす べ て の労 働
が価 値 を形成 す る,と い う仮定 にた ってい る。
II総投下労働量或いは不等価交換の測定
(1)総投下労働量の決定
置塩 ・中谷(参 考文献 〔1〕及び 〔5〕)の方法 に従 って,不 等価交換 ある
いは一貨幣単位 に含まれ る総投下労働量 を測定す る。
名数 を物:量に取 って.一 物量単位 を生産す る投入係数がai-(aijはブ財1物
量 単位 を生産す るのに必要 な物量単位 で表示 された ゴ財の量),ブ 部 門 におけ
る必要 な直接的投下労働量が ら であるとき,一 物量単位 の各 々の商品に 含 ま
れ る総投下労働量(直 接 的 ・間接的投下労働量,或 いは価値)は
ち=Σ α,,ち+ら
ゴ
で求 め られ る。
これ をベ ク トル表 示 すれ ば,
1)本 稿は1992年6月6日国際経済学会関西大会報告論文r不 等価交換 ・搾取および経済開発』の
一部 を加筆1修 正 したものである。
2)参 考文献 〔6〕を参照のこと。
3)為 替 レー トの問題が残る。参考文献 〔3〕
総投下労働量 ・所得率 と経済発展(349)87
T=TA十 五
で あ る。 ただ し,Aは αゴ,を要素 に もつ正 方 行 列,τ,Lは それ ぞれ ち,ら を
要 素 に もつ横 ベ ク トル で あ る。
(2)貨幣的 生 産 係 数 に基 づ く計 測




こうして求めた結果 が,計 測1で ある。即 ち一貨幣単位(80年価格 の100万
円)当 た りの総投下労働量 を求めた。
③ 固定資本減耗の考慮
計測1に 対 し,使 用 されている資本 ス トックの減価償却費 を中間投入費用 と
して算入 し計測 した結果が計測2で ある。資本ス トック費 用の算出に当た って
は,各 部門 における減価償却引当額が現実の資本減耗額に等 しい とい う仮定 を
おいて各資本ス トックの減耗額を算出 した。即 ち
峨r皇・蒲`
において,4げ」♪ノρ」は ブ財 の生産に必要 な ゴ財固定設備 の価額 である。 これ を
算出す るのに,乙 は産業連関表 より求めた ゴ部 門の減価償却 引当金,瓦 は ゴ
部門の総生産額,瓦5・あ は第 ブ部門が使 用す る第 ゴ固定設備額で,資 本 ス トッ
ク表 よ り求めた。
こgと き,求 め るべ き一貨幣単位 当た りの総投下労働墨は,
舞 写(・嶋+4'妾)表+妾
となる。 これ を計測 したのが計測2で あ る。減価償却引当金 を資本 ス トック減
88〔350)第150巻 第4号
耗額 と して費 用 と して 計算 して い るの で,そ の相 当額 付 加価 値生 産額 は 減少 す
る。
④ 輸 入 の取 扱 い に つ いて
輸 入 の取 扱い につ い ては,「 輸 入品1貨 幣 単位 は輸 出 品1貨 幣単 位 との交 換
で得 られ るか ら,輸 出 品 の生 産 に必要 な投 下 労働 量 で輸 入品 の投 下 労 働 量 を代
替 す る。」(中谷,参 考文 献 〔5〕)
以下 で は物理 的 係 数 に用 い て いた係 数 を貨幣 的 係 数 に使 用 す る。投 下 労 働 量




A41α、ノ ノ財1貨 幣 単位 を生 産 す る のに投 入 され る国 内で生 産 され た第 ∫財
の貨 幣単 位 で表 され た 量,以 前 の 表現 の αヴ4♪ノρ,に相 当す る)を 要 素 に もつ
正 方行 列
丁:以 前 の表 現 の 曜 変 を要 素 に持 つ横 ベ ク トル
L:以 前 のZノあ を要 素 に持 つ横 ベ ク トル
μ:横 ベ ク トル で,μ,は 第 ノ生 産物 の一貨 幣 単位 の生 産 に 必 要 な輸 入額=
μ,=Σμ,5朋
E':縦ベ ク トル で,θピは輸 出品1貨 幣 単位 に含 まれ る第f生 産 物 の 比率 Σ幽
=1で あ る。
'加:スカ ラー=輸 入 品1貨 幣 単位 を得 るため に必 要 な投 下 労 働 量
D:4り=d,;・P:/P」を要 素 に もつ 正 方行 列








なの で(2)式 が成 り立 つ。
但 しTs=L(1-D-Ad)_,
輸 入品 投入 を無 視 した場 合 の 国 内品投 入 の み で決 ま る投下 労 働 量
17=μ(1一工)一Aつ蝿
輸 入 μ が 生 じた と きに波 及 効果 も含 め て直 接 ・間接 に必要 な 輸 入
額
μ の算 出 に関 しては,X;を 第 ゴ財 の 国 内生産 額,M;を 第f財 の輸 入額 と し
た ときに,第 ブ財 部 門 へ の第 が財 投 入額 の うち輸 入 の占 め る割 合 は輸 入 を含 む






と仮 定 し,Σ μゲ=μ,で あ る。
こ う して求 めた 結果 が 計測3で あ る。 計測3の 総 投下 労働 量(直 接 的 ・間接
的投 下 労 働 量)の 部 門毎 の結 果 を グ ラフで示 す。 横 軸 の 番号 は統 合 した 産業 番
号 を示 し,縦 軸 はユ980年価 格 の100万円 当た りの総 投下 労f動量(単 位:人 ・年
/1980年価 格 の100万 円)で あ る。 グ ラ フは総 投 下労 働 量並 び に不 等価 交 換 の
程 度 を しめす 。
III所得率 と投下労働量3経 済開発への展望
就業者一人あた りの付加価値生産額 を所得率 と称す る。記号 で ッピで表す。
価格 ベ ク トルをP(横 ベク トル),産 業連関表 の投入産出係数 マ トリックスを

































































































,ク 、 ζ 適 」9
1234567891011121314ユ516ユ71819202122232425
□ 王970十 ユ975▽ ユ980
(単位=人 ・年/1980年価 格 の100万円)
労 働 量 をLベ ク トル(横 ベ ク トル),.所得 率 の 対 角 行 列 をy(Y:.は 第 ゴ産 業 の









ア が ス カ ラ ー な らば,そ の 時 に 限 り,













































(単 位=(1980年 価 格 の100万 円/人 ・年))
である。
即 ち所得率が全産業 で同一 であれ ば 対角行列yは ス カラーであ り,相 対価
格は投下総労働量 に比例 する。逆 にすべての商品の価格 がその価値 に比例 して
い るときには,yは スカ ラーでな くては な らず,つ ま りすべての部 門の所 得率
は同一であ る。
次 に,所 得率の高い産業(或 いぼ国家)の 商品に含まれ る総投下労働量 は所
得率の低い産業(或 いは国家)に 含 まれ る総投下労働量 よ りも少 ない とい う命
題 が成 り立つか検討す る。
まず,2部 門の場合 に上 の命題は必ず成 り立つ。HS条 件 ・(ホー キ ソズサイ
モ ンの条件)を 入れ ると証明で きる。
部門数が無限大の場合は以下 の通 り近似的 に成 り立つ。
(i)ΣμゲAが 同一 の二部 門について,直 接的投下労働量 が多 いほ ど所 得
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率 は小 さ くな る。 一 方部 門数 が十分 大 きい と,'/クの 違 いが 互 い に相 殺 さ
れ,Σ 砺 ・'、の違 いは 無 視で き る と考 え られ るの で,直 接 的 投 下労 働 量 の
多 い部 門 ほ ど総 投 下労 働 量 は 大 き くな る。
倒 直接 的 投下 労 働 量 が 同一 の 二部 門 を取 り上 げ る と,部 門数 が 充 分大 きい
と,
Σ画,。P:くΣμげん・Piな らば Σゴαfゴ崎 く Σμ,ゼ右
とな るだ ろ うか ら,中 間投 入 財費 用 の 少 ない部 門 ほ ど,所 得率 は 高 くな り,
総 投 下労 働 量 は少 な くな る。
㈹ 現 実 に は比 較 され る二部 門 は直 接 的投 下 労働 量 も中間 投 入財 費 用 も異 な
るので あ ろ うが,い ず れ か一 方 のみ が 異 な る仮 想的 な部 門 を導 入 す る こ と
に よ り(i)と㈹ に分 解 で きる。
部 門数 が3以 上 の有 限 の部 門数 の場 合 は,ま ず,(1-A).'1の各 ウ 要 素 を
4/4と 書 く。4り は(1-A)行 列 の第 が 要素 の余 因 子,4は(1-A)の 行
列 式 で あ る。 す る と,
T=L(1-A)幽【
な の で,Tベ ク トル の第 ブ要 素 ら は
t;=E;(',4,μ)
と書 け る。
同様 にPベ ク トル の第 ノ要 素 あ は
ρ」=E;(ツ孟4ノ 」)













を ウエ イ トに加 重平 均 した もの に他 な らな い4)。
こ の ウエ イ トの うち,分 子 が ∠ガ 」ノ∠ とな る もの が最 大 であ るか或 い は最
大 に準 ず る。本 稿末 尾 に(d;;・1ノの/Σ ゴ(45・4/4)を正 方行 列 として添付 す るの
で,こ の こ とを確 か め て頂 きた い。即 ち,総 投 下 労働 量 の逆 数 は 各部 門 の所 得
率 の加重 平 均 で あ るが 自 らの部 門 の所 得率 に強 く影 響 され る。
所 得率 と総 投下 労 働量 の関 係 を実 証 した。1970,1975,1980年の 日本 の総 投

















とな り高い相 関 を示す。即 ち約80%の確率 で所 得率が高 くなれば,総 投下労働
量 は減少す る。
Iv結 論
所得率(就 業者一人当た り付加価値額)が 高 くなれ ぼ,一 貨幣単位 当た りに
含まれ る直接的 ・間接的投下労働量 は少 な くなる傾 向があ る。 よって不利 な不
等価交 換 を回避 した1ナれば所得率を上昇 させれぼ良い。 その事 に よって八割程
度不利 な不等価交換は回避で きる。所得率 を引 き一hげることを国家 的 レベルで
考 える と、 それは就業者一人 当た りの国民所得 を引 き上 げ る事 なので,と りも
なお さず それ 自体が経済 開発 の 目的 とな り得 る。通常付加価値 を問題 にす ると
きは投資 した資本額当た りの付加価値生産性 が問題 とされ る。 しか し本稿が問
題 としてい るのは就業者一人 当た りの付加価値生産性であ り,そ の差異には留
意 され たい。
就業者一人 当た りの付加価値生産性は,大 ざ っぱにい えば(失 業率 を一定 と
4)置塩信雄 参考文献 〔2〕)
94(356)第 工50巻第4号
仮 定 すれ ば),一 人 当た り国民所 縁 即 ち一人 当 た りGNPに 比 例 す る。 よ っ
て,大 ざ っぱ に い えば,一 人 当たOGNPを 引 ぎ上 げ る こ とで,不 利 な不等 価
交換 の80%程度 は 回避 で き る。 不 等価 交 換 の 回避 を以 て それ が マル クス 経済 学
に よ る経済 発 展 の 目的 とは い い得 ない で あろ う。 しか し,一 人 当 た りGNPを
引 き上 げ る事 は,総 投下 労 働量 とい う概念 を用 い て も80%程度経 済発 展 の 目的
とな り得 る。
よ り厳密 には,総 投下労働量 とい う概念 を用い ると就業者一人 当た りの付 加
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よびその他輸送機械 に関 しては,輸 送機械全体の資本ス トック額を各部門の産 出
額の比率(α80対0.20)で配分 した。なお,産 業分類番号にマ示ナス記号のついているのは
,差 し引いた事 を表す。







































































































































































































































































































































































1・ i・ 1・ 1
所得率にかかる加重平均のウエイ ト
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(注)41牙 正・/≧】」1牙」・
年の場合を示す。
を示す。対角要素は各行においては常に最大値であるが,各列においては最大値 とな らない場合がある。1980
???
??
?
↑
